
北九州市環境局温暖化対策課

地⽅公共団体実⾏計画
（区域施策編）事例紹介

北九州市



TOTO 日本製鉄 安川電機

北九州地域の代表的企業

三菱化学 トヨタ自動車

・日産自動車

関門海峡たこ合馬のたけのこ

若松特選トマト

小倉牛

豊前海一粒かき

豊かな自然やブランド食材

カルスト台地・平尾台 若松北海岸

人口：945,061 人 (2018年)

面積：487.88Km2

三菱マテリアル

米子市

北九州市 アジアに近く自然豊かなものづくりの街として発展
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官営八幡製鉄所操業

工場廃水 ばい煙

産業のまちとして発展

公害問題深刻化

婦人会の公害対策運動

KITA設立(1980年)

環境保全と産業振興の両立

北九州エコタウン
(1998年～）

海外の環境問題解決に協力

環境国際協力
(1988年～）

世界の環境首都
グランドデザイン(2004年）

地球サミット･国連地方自治体表彰（1992年）

1901年

1950年

1960年台～

家庭ごみ減量対策（2000年,2006年）

政令市初の有料化・料金改定

公害の克服

PCB処理施設決定(2001年)
ヨハネスブルクサミット公式文書

北九州イニシアティブ明記(2002年）

1980年台～

公害対策

環境国際協力

循環型社会
形成

持続可能社会の形成

低炭素社会・
自然共生社会形成

環境モデル都市
グリーンフロンティアプラン(2009年）

環境未来都市・国際戦略総合特区
環境未来都市計画(2012年）

G7北九州エネルギー大臣会合(2016年)

2000年台～

市の取り組み
公害対策局設置、公害防止条例制定

企業との公害防止協定締結

企業の取り組み
生産工程改善、汚染物質除去施設

工場緑化、低公害型生産技術

北九州市環境基本計画
環境首都・SDGs実現計画(2017年）

北九州工業地帯

ＯＥＣＤが世界で４都市選定

グリーン成長都市(2011年)

アジェンダ21
北九州策定

1996年

UNEP･グローバル500(1990年)

北九州市の環境政策の変遷
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北九州市のSDGsの取組

SDGsとは
・SDGsとは、限りある地球の資源を、世界中の
⼈々が公平に利⽤し、未来の世代に残していく、
そのための⽬標。SDGsは世界の共通⾔語

・2015年、国連の全加盟国が合意
・2030年までに達成する１７の⽬標を掲げる

○第１回「ジャパンSDGsアワード」特別賞受賞
（H29.12） ・ESD活動⽀援センターより

○OECDから「世界のSDGsモデル都市」
に選定（H30.4）

・SDGsに積極的に取り組む世界のモデル都市
として、アジア地域で初めて本市を選定

○政府による「SDGs未来都市」の選定（H30.6）
・内閣府が初めて公募した「SDGs未来都市」に選定
・選定都市のうち優れた取組を提案した都市を選定する
「⾃治体SDGsモデル事業」にも選定 「

「SDGs未来都市」選定授与式
（写真提供：内閣府地⽅創⽣推進事務局）

「
OECDとの共同記者会⾒



北九州市基本構想・基本計画

o

環境首都グランドデザイン
市民・NPO、事業者、行政が一体

となった「世界の環境首都づくり」に
向けた活動ビジョン北九州市環境基本条例

北九州市環境基本計画

環境首都・SDGs実現計画(2017年11月）

基本計画に基づく部門別計画

・北九州市地球温暖化対策実行計画・環境モデル都市行動計画

（2016年8月）

・第2次北九州市生物多様性戦略（2016年8月）

・北九州市循環社会推進基本計画（2016年3月）

温暖化対策実行計画の位置づけ
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■ 計画の目標

計画期間 中期 長期

2020年度
(平成32)

2030年度
(平成42)

2050年度※

(平成62)

エネルギー
消費量

▲８％ ▲２７％ ▲４４％

ＣＯ２排出量 ▲８％ ▲３０％ ▲５０％

部門 内容 2020 2030 2050

家庭 １世帯あたり ▲5% ▲10% ▲15%

業務 床面積あたり ▲6% ▲15% ▲23%

運輸 自動車１台あたり ▲10% ▲25% ▲40%

産業 エネ使用量の削減：毎年▲１％など

市域全体（2005年度比） 取組の目安（エネルギー）

※国の長期目標(2050年▲80%)を踏まえ、今後一層の上積みを検討

2020年度 2030年度 2050年度

ＣＯ２排出量 ▲６％ ▲７５％ ▲１５０％

アジア地域（北九州市の2005年度排出量比）

2020年度 2030年度 2050年度

ＣＯ２排出量 ▲３０％ ▲５０％ ▲６５％

■ 市役所の率先実行

■ ５つの方針

■ 気候変動への適応策

（１）環境が先進の街を創る
（２）環境が経済を拓く
（３）環境が人を育む
（４）環境が豊かな生活を支える
（５）環境がアジアの絆を深める

最も厳しい地球温暖化対策を採って
も、今後数十年間の温暖化は避けら
れないため、温暖化に伴う気候変動
による影響を応急的に軽減する「適
応策」を実施。

■ 計画のフォローアップ

・目標管理指標
・進行管理指標

取組を知ってもらう

意見・アイデアをきく

フィードバック

事
務
局
（環
境
局
）

環境
審議会

報告説明
意見交換

各事業部局

意見･助言

改善内容
等の連絡

市民等との意見交換

北九州市温暖化対策実行計画
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前年比：▲14.1％
2005年比：▲0.05％
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温室効果ガス排出量の経年変化

6



北九州市のエネルギー政策

7

地域節電所を核として、
エネルギーマネジメントに
よるスマート社会を目指す

世界で唯一のまちなかを
舞台にした水素エネルギー

社会の実現

多様なエネルギーを集積し、
エネルギーの地産地消に

貢献

北九州市

超低炭素社会・脱炭素社会 市⺠環境⼒

循環システム まちづくりと環境・経済・社会の
統合的向上

北九州⽔素タウン 北九州スマートコミュティ
創造事業

北九州地域エネルギー
拠点化推進事業
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北九州市のエネルギー拠点化地域



１ 商 号 株式会社北九州パワー

２ 所在地 北九州市テクノセンタービル３F

２ 設立日 平成27年12月1日

３ 電力供給開始 平成28年4月1日

４ 資本金 ６，０００万円

５ 出資企業及び出資比率

６ 主な事業内容

（１）電力の小売販売 （電力供給実績：8１,000 MWh 平成３０年度）

（２）エネルギーマネジメントサービスの実施

７ 供給状況（平成３１年４月時点） ５１５施設 （公共施設：３８１民間企業：１３４）

株式会社北九州パワー概要
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ごみ発電のクリーンな電力を公共施設等へ電力供給

株式会社北九州パワー

北九州市のごみ焼却場
北九州市の公共施設・

事業場・家庭

ごみの回収

電力の供給 電力の買取

＜CO2 排出係数＞
北九州パワー

0.000255 t-CO2／kWh
九州電力

0.000403 t-CO2／kWh
（平成29年度）

株式会社北九州パワー 電力供給のイメージ
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＜CO2 削減量＞
約16,900トン
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北九州市における水素社会実現に向けた方向性
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北九州水素タウン再始動【実証・PR拠点】

実施体制：北九州⽔素タウン実証・ＰＲ事業協議会
○⽔素パイプライン供給管理・安全対策：岩⾕産業㈱
○統括・調整とＰＲ実施 ：北九州市
○⽔素実証供給の協⼒ ：⽇本製鉄㈱⼋幡製鉄所
○その他、⽔素に関する企業・地元ＮＰＯ・国・県

特 徴
○ 世界唯⼀の⼤規模な⽔素パイプラインと⼀般家庭への⽔素供給を活⽤
し、⽔素ビジネスに乗り出す企業等の実証フィールドとし、市⺠⽣活に
拡がることを想定した実証事業が可能。
本事業をさらに推進するため「協議会」を設置し、参画企業のビジネ

ス展開を⽀援。
○ 東京2020オリンピック・パラリンピック競技⼤会後の選⼿村におい
て、⽔素エネルギーなどの活⽤により環境先進都市のモデルとなるまち
の実現を⽬指している東京都等の連携によるＰＲを図る

実施時期：平成３０年７⽉〜
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北九州水素タウン再始動【実証・PR拠点】

北九州⽔素タウン全体図（⼋幡東区東⽥地区）



風力発電洋上①丸紅ほか(浮体式実証) ：3,000kW 《2019年～》
②ひびきｳｲﾝﾄﾞｴﾅｼﾞｰ ： 22万kW 《2022年～》
③豊田通商ほか(浮体式実証) ：6,000kW 《2021年～》

風力発電陸上④自然電力（1基） ：5,000kW 《2019年～》

バイオマス発電⑤響灘ｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾟｰｸ（混焼） ：11万kW《2018年～》
⑥響灘火力発電所（混焼） ：11万kW《2018年～》
⑦オリックス（専焼） ： 5万kW《未定》
⑧ＭＯＴ総合研究所（専焼）：7.5万kW《未定》

LNG発電 ⑨西部ガス ：160万kW《2022年目標》

2018年度以降稼働施設（予定含む）響灘地区発電施設の能⼒
既設（R1.7）約３８万kW

→ 市内電⼒使⽤規模の約２５％相当

稼働予定を含めると約２４１万kW
→ 市内電⼒使⽤規模の約160％相当

※北九州市の電⼒使⽤規模：約150万kW

再生可能エネルギーのポテンシャル 【響灘地区】
NSｳｲﾝﾄﾞﾊﾟﾜｰひびき 15,000kW

2023年 FIT期間終了
【バイオマス】
⑦⑧バイオマス専焼（2社）

【⾵⼒】
①②③洋上⾵⼒発電

【バイオマス】
⑤響灘エネルギーパーク

【バイオマス】
⑥響灘⽕⼒発電所

【⾵⼒】④⾃然電⼒

【LNG】⑨⻄部ガス

北九州市内の再エネ導⼊(2018年末)
太陽光発電 ：政令市第２位
⾵⼒発電 ：政令市第１位
バイオマス発電：政令市第１位
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響灘地区におけるCO2フリー⽔素製造・供給拠点化
⾵⼒発電をはじめとする再⽣可能エネルギーなどエネルギー関連施設
が集積する響灘地区の強みを活かし、CO2フリー⽔素の製造・供給拠
点を⽬指し、各種調査を進める。

15

CO2フリー水素製造・供給拠点化 【響灘地区】

〇 平成２９〜３０年度経済産業省
「地域中核企業創出・⽀援事業」

○ 平成３０年度環境省「地域の多
様な課題に応える低炭素な都市・
地域づくり モデル形成事業」に
選定（全国１２地域）

○ ㈱北九州パワー等の地域企業を
核としてコンソーシアムを形成し、
地域活性化に向けた議論を加速

再⽣可能エネルギーからのCO2フリー⽔素製造



3．事業効果（⽬標年度：2030、基準年度：2018）

4．事業体制

5．事業スケジュール

2．事業概要1．事業イメージ（⽬標年度：2030）
【⽬的】 再エネを地域レベルで地産地消することによるビジネスモデルの構築

【⼿段】 地域新電⼒が事業主体となり、⽔素を活⽤したEMS/VPPを導⼊

【特徴】 EMS/VPP導⼊による再エネ導⼊の拡⼤に加え、⽔素製造による⽔素社会の
【特徴】 促進、蓄電池や純⽔素FCの導⼊による災害対応⼒の向上を実現

【⼆酸化炭素排出削減効果】 10,226 t-CO2/年（2,262世帯分の排出量）

【再⽣可能エネルギーの利⽤量(電⼒)】 149 GWh/年（33,831世帯分の電⼒量）

【地域の再⽣可能エネルギーの地消率】 93 % 【地域経済付加価値】 6.7億円

【地域課題の解決】 ⽔素活⽤型EMS/VPPにより、系統が貧弱な九州における再エネ
【地域課題の解決】 導⼊拡⼤に寄与するとともに、汎⽤的なシミュレーションツールにする
【地域課題の解決】 ことで、国内外類似地域への横展開を実現

【普及促進】供給先の拡⼤、普及啓発活動の実施

【地域新電⼒】本事業の中⼼となる電⼒⼩売事業の実施

【需給管理】需給管理、⽔素活⽤型EMS/VPPの管理

福岡県 ／北九州市 新電⼒会社を中⼼とした再⽣可能エネルギーの最⼤限の
地産地消を実現する低炭素都市モデル構築事業

環境省 地域の多様な課題に応える低炭素な都市・地域づくりモデル形成事業

再エネ拡大EMS/VPP地域新電力 災害対応水素

【手法】 【目的】

蓄電池を活用した
EMS/VPPを構築・運用

需給管理システムを自前化

水素を試験的に生産

EMS/VPPに水素の需給
管理機能を追加

再エネから、年間を通して
一定量の水素を生産

市内の水素需要拡大、水素
インフラ整備のうえ、水素を増産

構築した水素活用型EMS/VPP
をパッケージ化し、他地域展開

2018 Step1. 2020ごろ

調査
準備

EMS/VPP初期導入
（蓄電池のみ）

Step2. 2025ごろ

水素活用開始

Step3. 2030ごろ

本格稼働

基準年度（現在） 目標年度

福岡県 ／北九州市 新電⼒会社を中⼼とした再⽣可能エネルギーの最⼤限の
地産地消を実現する低炭素都市モデル構築事業
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①⾃治体の基礎情報
【規模】

⼈⼝：946,973⼈（平成30年6⽉1⽇時点）、世帯数：430,449世帯（平成30年6⽉1⽇時点）
歳⼊・歳出：5,630億円（平成30年度⼀般会計予算）、⾯積：491.95㎢（平成30年6⽉1⽇時点）

【⽴地】
福岡県北部に位置し、⽇本海（響灘）と瀬⼾内海（周防灘）に囲まれた九州の⽞関⼝であり、機能性が⾼い⽴地。さまざまな公共
交通機関網が発達しており、「陸・海・空」すべての交通機能を利⽤可能。
⾶⾏機：⽻⽥90分、名古屋75分
新幹線：博多20分、熊本50分、⿅児島中央100分、⼤分80分、広島50分、新⼤阪130分

【産業構造】
市内総⽣産の経済活動別構成⽐※市内総⽣産（名⽬）3兆3,660億円（平成25年度）
製造業18.7%、建設業5.8%、電気・ガス・⽔道業3.7%、卸売・⼩売業11.0%、⾦融・保険業3.8%、不動産業9.4%、運輸業
8.1%、情報通信業4.6%、サービス業24.9%、政府サービス⽣産者6.9%、その他3.1%

福岡県 ／北九州市 新電⼒会社を中⼼とした再⽣可能エネルギーの最⼤限の
地産地消を実現する低炭素都市モデル構築事業

環境省 地域の多様な課題に応える低炭素な都市・地域づくりモデル形成事業

②各主体の参画理由
【北九州市】 北九州⽔素タウンや北九州スマートコミュニティ創造事業の実証事業、地域エネルギー拠点化推進事業をはじめとした、環境・

エネルギーに関する最先端の取組実績、「地域における都市機能の集約及びレジリエンス強化を両⽴するモデル構築事業」に
おける防災・減災に関する取組実績をいかし、さらに発展させることで、本分野における先進都市を⽬指すため

【北九州パワー】 需給管理システムに⽔素活⽤型EMS/VPPを加えることで、電⼒の地産地消、CO2排出量の削減、電⼒調達コスト（不⾜
インバランス等）の削減を実現できるため

【正興電機】 電⼒分野に係る⾃社制御システムの構築・運⽤を通じ、上記をはじめとした同県内の課題解決に貢献するため

再エネ拡大EMS/VPP地域新電力 災害対応水素

【手法】 【目的】

③過年度事業との関連性

北九州市では、環境省「平成29年度 地域における都市機能の集約及びレジリエンス強化を両⽴するモデル構築事業」を活⽤し、蓄電池の
整備候補先、設置容量を整理している。本年度の検討では、シミュレーションを踏まえ、本事業で必要となる蓄電池容量を算出するが、この設
置場所について、過年度事業を参考に検討することとした。
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電力の需給データを基に、主に供給側、需要側、調整側でパラメーターを設定、
地消率が最大になるようなパラメーターをシミュレーションによって導出する

太陽光発電

ごみ発電

風力発電

高圧需要

低圧需要（法人）

水素製造

供
給

需
要

固定値

A
B
C
D
E

調
整

畜電池 F
従属
変数

ある1日の需給カーブ
パラメーター
（年間固定）

【シミュレーションの大方針】

地消率が最大になるように

A～Fを導出

地消率が最大になるようにA~Fのパラメー
ター（独立変数）を導出のうえ、収支、CO2排
出量の試算を行う。

例：地消率

再エネ発電量－JEPX売電量－余剰インバランス

再エネ発電量

JEPX

季節ごとに代表的な3日（合計12日）を選択、
重みづけ（当面は一律に×30）し合計することで、

1年間の各種指標を算出

福岡県 ／北九州市 新電⼒会社を中⼼とした再⽣可能エネルギーの最⼤限の
地産地消を実現する低炭素都市モデル構築事業
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シミュレーションの結果

計算の結果、太陽光発電、風力発電のパラメーターが決定し、
地消率93.02%、純利益率11.2%となった

年間シミュ
レーション

結果

【地産率】62.23%、【地消率】93.02%、【純利益率】11.2%

固定しなかった太陽光と風力のパラメータを地消率が最大となるように変動させた結果、 2030年想定の年間供給量として、

風力発電を響灘でのFIT切れ分と同等、太陽光発電を現行PVで供給移行想定分の6.0倍とした場合、上記の結果となった。

代表日の例

○2017年5月19日：【地産率】28.12%、【地消率】100%

kWh kWh

kWhkWh

○ 2017年10月30日：【地産率】92.31%、【地消率】77.94 %

福岡県 ／北九州市 新電⼒会社を中⼼とした再⽣可能エネルギーの最⼤限の
地産地消を実現する低炭素都市モデル構築事業
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事業規模

シミュレーションを踏まえた事業規模は表のとおり

総需要量（MWh/年）

高圧需要 低圧需要 水素製造 合計

164,722 8,846 48,546 222,114

水素製造量（Nm3/年） 蓄電容量（kWh）

10,800,000 1,000

地産電力供給量（MWh/年）

風力発電 太陽光発電 ごみ燃焼発電 合計

24,217 12,510 112,030 148,757

JEPX売買電力量 (MWh/年)

買電 売電

83,986 10,390

2017年度実績値 2030年度推計値

地産電力容量（MW）

風力発電 太陽光発電 ごみ燃焼発電 合計

15 9 46.7 70.7

総需要量（MWh/年）

高圧需要 低圧需要 水素製造 合計

83,110 160 - 83,270

地産電力供給量（MWh/年）

風力発電 太陽光発電 ごみ燃焼発電 合計

- - 121,437 121,437

地産電力容量（MW）

風力発電 太陽光発電 ごみ燃焼発電 合計

- - 46.7 46.7

水素製造量（Nm3/年） 蓄電容量（kWh）

- -

JEPX売買電力量 (MWh/年)

買電 売電

※非公表

福岡県 ／北九州市 新電⼒会社を中⼼とした再⽣可能エネルギーの最⼤限の
地産地消を実現する低炭素都市モデル構築事業
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